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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
いよいよゴールデンウイークに入った。札幌は連日20度を超す暖かい日が続き、一気に春めいてきた。帯広市では桜の開花宣言が出て、この分では連休中には、札幌でも満開の桜が期待できそうなのだが、これだけはなかなか思い通りにはなりそうもない。
　日本のプロ野球が開幕して、早くも1か月が過ぎようとしている。セリーグでは、応援している広島カープがトップで巨人・阪神を引き離している。ただ、どう見ても総合力では巨人が抜きんでており、広島は「こいのぼりの季節まで」、ということにならないよう頑張って欲しいものだ。特に、セパ交流戦での24試合の戦績が問題で、ここをどのように乗り切れるのかがカギになりそうだ。広島のエース前田健太と巨人のエース菅野智之との違いが大きいとみているのだが、今のところ菅野が抜きんでているようだ。打線は水物でやはり投手を中心にした守備力こそが、いざという時にモノを言いそうだ。長丁場の中の1か月とはいえ、堂々と首位をキープしている広島の健闘は評価していい。
　理化学研究所の体質はどうなっているのか、石井(研究員)調査委員長の改ざん問題に思う
先週一週間に起きた色々な出来事の中で、嫌だな、と思ったのが、理研の小保方晴子さんのSTAP細胞の改ざん問題に関する調査委員会の委員長を務めていた石井俊介上席研究員が、実は調査の改ざんをしていたという問題が露呈し、委員長を辞任に至ったということだろう。小保方さんに対して、同じような「改ざん」問題を指摘して批判をしていたことが思い出され、一体あれはなんだったのか、まことに嫌な展開をしていることが気になる。理化学研究所の体質問題もあるのだろうが、研究者の身分が不安定で、とても仲間が一致団結していい成果を上げるような職場の雰囲気になっていないのかもしれない。どのような問題があるのか、この際徹底的に問題を究明し、二度とこのような問題が起こることのないような改革案を求めたい。
日米の首脳会談、あまりにも成果が乏しいのでは
　さて、先週の出来事の中で一番注目すべきはオバマ大統領の来日であり、安倍総理との首脳会談やTPPについての日米合意が取り付けられなかったことであろう。オバマ大統領を国賓待遇で招待した安倍総理ではあるが、オバマ夫人は同行せず、かなり強硬な日程を組む中で二人だけのサシの会談もなかなか思惑通りには設定できなかったようで、当初はバラクという名前で相手を呼ぶことによって親しさを演出しようとしたようだが、結果として心からの打ちとけた関係には至らなかったようだ。逆に安倍総理は、25日の夜、麻生副総理・財務大臣と菅官房長官の3人で銀座のステーキ屋の懇談の際、「オバマ氏とは仕事の話ばかりだ」と愚痴を述べたと東京新聞に報道されている。
やはり、ケミストリーが合わないようで、特に安倍総理の歴史認識に対する違和感は拭えなかったのだろう。その点について、首脳会談の中で安倍総理が靖国参拝について、あらためて正当化をしたことに対して、オバマ氏は何も答えなかったと言われている。これからの日米関係の中で、安倍・オバマ会談が十分な意思疎通が出来そうもないことを、われわれはやや深刻に受け止めるべきかもしれない。
　“尖閣が日米安保の対象”発言は、すでに既定の事実ではないか
　それでも、オバマ大統領から尖閣諸島は日米安全保障条約の適用範囲だ、という言質が取れたことが評価されているようだが、これは既に国務長官や国防長官等政権の責任者からも同じことが公式に発言されており、それほど大きな成果として取り合上げることはいかがかな、と思われる。むしろ、韓国に出向いて、一歩突っ込んだ質問が記者から出され、日本と中国の軍事衝突が現実に起きた際の対応について聞かれた際のオバマ大統領の回答は、起きないように努力すべきだ、と、やや焦点をずらした答弁をしていたことが印象的であった。
　さらに、オバマ大統領との日米会談に対して、「オバマ大統領にはまとめる力はない。中間選挙の前なんだから」という趣旨の発言をした麻生副総理・財務大臣には、正直言って違和感を感じてしまった。その発言の仕方がややベランメ調で、いかにも自分は今回のオバマ訪問の成果は出ない事は初めから分かっていた、と言いたげであった。麻生副総理と安倍総理がどの程度これらの点で認識を共有していたのか、われわれには知ることはできないのだが、一国の大統領を国賓待遇で迎えておいて、公的な記者会見の場でこのような発言をすることへの無礼さに唖然とさせられてしまった。国会では問題にならないのだろうか。
TPP交渉で苦労した甘利担当大臣、「再びやりたくない仕事」発言
　一方で、一番苦労していたのがTPPを担当している甘利大臣だった。TPPの大臣級の交渉に42時間も費やされ、とくにオバマ大統領が日本に来られた際には、首脳会談の前後に、夜を徹してフロマン通商代表との交渉が進められ、結果として合意に至ることができなかったのだ。内容がどこまで煮詰まっていたのか、公表されていないので何とも理解のしようがないのだが、牛・豚肉と自動車の関税などで折り合いがつかなかったようで、今後の交渉で打開できるのかどうか、交渉事なのでどこかで妥協が入るのだろうが、予断を許さないようだ。記者から感想を聞かれて「もう一度この担当大臣をやれと言われても、やりたくない」というのが本音のところなのだろう。相手のフロマン通商代表はなかなかのタフ・ネゴシエーターのようだ。
　戦前の日中間の損害賠償事件、これからも問題になりそうだが
　それにしても、中国との関係で日本の商船三井所属の船舶が、1930年代の船舶貸借を巡る損害賠償訴訟によって中国側に差し押さえられた問題で、商船三井側が中国側に約40億円支払い、差し押さえが解除され、オバマ訪日中に解決されたようだ。あまり大きな問題になることなく一件落着したように見えるのだが、このような戦前にまで遡った問題まで訴訟が起きてくる可能性が大きいとすれば、あの日中国交回復時の約束事は何だったのか、と言う意見が出てきそうだ。同じような問題は、お隣の韓国とも、やがていつかは北朝鮮ともありそうで、戦争の後処理問題をきちんと解決しておく必要がある。
　菅元総理、消費税引き上げができた理由はまことに戦術的では
　日曜日の日本経済新聞には、なかなか興味深い記事が多い。4月27日には4面に「ザ・人事」欄で菅政権の経済財政担当大臣に与謝野氏が任命されたことを中心に当時の状況について記載されている。菅元総理は、「自民案を丸呑みすれば彼らも反対はできない」と発言され、その際「1998年秋の金融国会での銀行危機への対応策をめぐり、当時の首相小渕恵三に金融再生法案を丸呑みさせた経験がある。立場は違うが同じ状況だ、と菅は感じていた」という。
これを読んで、ちょっと違和感を感じた。というのも、自分が置かれた立場が野党の代表と政権を担当している総理では180度違うではないか、ということである。相手はしたたかな自民党であり、参議院での捻じれによって政局の主導権を握っていたのだ。1998年の参議院選挙の結果、民主党が主導権を握っていたのか、と言えば単独では過半数を獲得できていないわけで、その後自由党や公明党が自民党との連立に参加してねじれはたちまちのうちに解消してしまう。当時の民主党は、まだまだ政権政党としての経験もなく、未熟な野党第一党でしかなかったことを知るべきだろう。
　さらに電子版の中で、今年4月から8%へと消費税率が引き上げられたことに関して、菅元総理は次のような発言をしている。興味深いので、ここにその内容について記載しておきたい。
　　「消費税というのは、強い与党だけじゃできない。逆に今回は弱い与党なんだ。逆説的だが、弱い与党だから自民党も何時でも法案を潰すことはできる。しかし法案を潰せば、今度は自分たちが実現できるのかという問題になる。衆参が捻じれたというのは、民主党の仲間には申し訳なかったが、構造的に見ると、強い与党だからできたかというとそう簡単ではない。見ようによっては民主党が強い政権ではなかったから消費税ができた」
　それにしても、戦術的な観点からしかものを見ておられないように思えてならない。このような発想を持っておられる限り、二度と政権を担当して欲しくない政治家と思わざるを得ない。もっとも、そういう事態はありえないように思われるのだが。
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